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上野原田園都市地域の Quality of Life 向上のための２件の野外調査と 
２件の構造改革特区提案 
 
谷口 文朗* 
（平成 18 年 11 月 16 日受理） 
 
Two Field Surveys & Two“Kouzoukaikaku Tokku Proposals”to Meet Challenges to the Quality of 
Life in the Pastoral Town of Uenohara 
 
Fumio TANIGUCHI* 
 
 
“River Terrace” characterizes the daily life of the people in the pastoral town of Uenohara where 
Teikyo University of Science and Technology (TUST) was established in 1990. The author of this 
article was invited to lecture in the Management Engineering Department on industry and business 
economics based on his knowledge and experience as an industrial economist and a member of the 
corporate staff involved in promoting the commercialization of new products of Toray Industries Inc., 
an innovative company in the polymer science field. 
A few years after joining TUST, he began to realize the relentless depopulation of the remote areas 
of the town caused by the aging population and declining birthrate. He started to investigate ways to 
meet the challenges and help maintain the quality of life in this pastoral community.  
The first step was to count the total number of vehicles over a twenty- four hour period, both on 
weekdays and at weekends, not only big dump trucks, road tankers, trailers and buses but also 
passenger cars, commercial vehicles and very small family cars that passed in both directions along 
National Route 20, where people are unable to do their daily shopping without the risk of a traffic 
accident. The number of vehicles passing every ten minutes was reported to the municipal authorities 
and a plan to build a tunnel was proposed so that traffic could pass through the town but bypass the 
main shopping street. 
The second step was to count the total number of passengers using trains at JR Uenohara Station 
in both directions from the first train at 5:20 to the last train at 24:50, to know the exact number and 
direction of travelers every ten minutes both on weekdays and at weekends. These data were also 
reported to the municipal authorities and a plan was proposed for a new bus terminal in front of the 
south exit of the station. 
The author found these two proposals were shelved owing to an insufficient municipal budget and 
administrative regulations and so he became determined to take the opportunity to bring his ideas to 
the Koizumi Kouzoukaikaku platform hoping to open the window on improving the Quality of Life in 
this pastoral town of Uenohara. 
His first idea was to set up a “car-sharing scheme” based on a dating site system to let those people 
with almost no private transportation get a lift easily and legally by asking neighbors and by paying, 
not in legal tender, but inprivate local community currency. 
His second idea was to allow the divisional ownership of land for the first time in Japan just like 
those legalized in the case of an individual residence within a condominium. The author has observed 
over the last fifteen years that very large spaces in front of the south exit have not been utilized 
efficiently not only in terms of people’s QOL but also with regard to municipal design and 
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development. 
These two proposals were ranked “D” by government officials, which means they could be put into 
practice immediately under the existing laws and no new specific Kouzoukaikaku regulations would 
be necessary. 
 
Key Words : 上野原、quality of life、少子化高齢化対応策、国道 20 号線交通実態調査、JR 上野原駅乗降
客調査、構造改革特区、地域通貨、自家用車乗り合い乗せ合いプログラム、土地の区分所有 
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１．プロローグ 
平成2年4月に筆者はその2年前に当地に創設さ
れた西東京科学大学（現帝京科学大学）理工学部経
営工学科に着任した。西東京科学大学は①電子・情
報科学科、②バイオサイエンス学科、③物質工学科
に④経営工学科を加えた4学科で構成されていたが、
①～③は 21 世紀の先端技術分野についての教育・
研究を目指した学科であり、④は先端技術の事業化
を視野に入れて経営の管理技術を教育・研究しよう
とする学科であった。学長をはじめ教育・研究スタ
ッフの多くが東京工業大学や東京大学から着任され、
すべての学科で卒業研究が4年次の必須科目に位置
づけられるなど理系の大学の DNA が継承されてい
た。 
筆者がこの理系の大学に着任する契機となった
のは、大学のゼミで「J.R.ヒックスの『価値と資本』」
や「マックスウエーバーの社会理論」を学んだ後に
就職した企業で、①日本だけでなく世界のどこにチ
ャンスがあり、どこにピットフォールがあるかを常
に調査・研究・報告するコーポレートエコノミスト
の業務と、②研究開発活動の中から生まれてくる新
製品・新サービスの事業化を本社の立場から支援す
る業務を担当した後、産業に軸足をおいた THINK 
TANK の立ち上げに取り組んでいた時に、「産業あ
るいは経営と名のつく講義は産業人を起用する」と
いう齋藤進六初代学長の意向が勤務先の企業の技術
陣を通して伝えられたためであった。この産業に根
ざすTHINK TANKはテイクオフして3年を経過し
た時期で、「まだシートベルト着用のサインが消え
ていない状況」であったが、「1 期生が専門課程に進
学するまでまだ 3 年の歳月が残されている。その間
にシートベルト着用のサインが消えるところまで
THINK TANK を立ち上げて大学に赴任しよう」と
決心した。 
 
 
２．Quality of Life 維持向上策研究へのオリエン
テーションと地域特性の発見 
着任後筆者は企業に勤務して得た知識と経験を
基に「経営工学概論」・「コンセプトエンジニアリン
グ」・「サービス産業論」・「マネジメントゲーム」な
どの授業を担当したが、やがて本学の「ほとんどす
べての先生方が東京を向いておられると」いう現実
が筆者の目に映ってきた。筆者は東京の都心で「ス
タッフ業務」一筋に歩んだ後に大学に転じ、教育・
研究というライン業務に取り組むことに手ごたえを
感じていたが、大学という新しい世界で、山梨県と
上野原町（2005 年 2 月から上野原市）という地域
に目を向け、どうすれば地域の QOL（Quality of 
Life）をよりよくすることができるかを個別・具体
的に研究しようというオリエンテーションが生まれ
てきた。 
山梨県の本学に着任してまず筆者が驚いたのは
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「物流分野最大のイノベーションである『宅急便』
が日本の全人口の 95％、全国土面積の 80％に普及
していた 1983 年３月末に山梨県ではこのイノベー
ションが拒絶されていたこと」であった 1）。統計に
よると山梨県の日照時間は全国 1 位、最高気温と最
低気温の差が全国 1 位という気候条件 2）3）から生み
出される『朝もぎの最高の味覚のぶどう』を翌日に
全国に届けることができずにいたのである。このこ
とは筆者の目に「山梨県の人々は日常生活に係わる
イノベーション拒絶症候群に罹っているのではない
か」という仮説を生み出した。同じことがイノベー
ションの可能性を内包している平成 17 年の「郵政
民営化法案の衆参両院での採決」に当たって繰り返
された。自由民主党・民主党を問わず、衆議院議員・
参議院議員を問わず、山梨県選出の国会議員 5 名の
全員が郵政民営化法案に反対票を投じたのである。
ここに至って筆者は「山梨県民の日常生活イノベー
ション拒絶症候群仮説」を確信した。筆者の見ると
ころ山梨県の歴史 4）に病原がある。 
筆者が山梨県の歴史に学んだことは、「お上の言
うことに従えばよそより悪くされることはない」と
いう心情が DNA のレベルで形成されたためではな
いかと言うことである。筆者はその理由を次の 5 点
に求めた。 
① 山梨では、10～11 世紀の甲斐源氏から 1541
年にはじまった武田信玄の治世に至るまで
一貫して「山梨県人による山梨県民支配」が
続いたこと、 
② 1573 年の信玄死去のあとを継いだ武田勝頼
が 1582 年 3 月に織田・徳川連合軍によって
倒された後、織田信長が同年 6 月に本能寺の
変で倒されるまでのわずか3ヵ月に満たない
間だけ「山梨県民は信長配下の河尻秀隆とい
う『よそ者』による暴圧的な支配を受けた」
こと、 
③ 本能寺の変の後に河尻秀隆を滅ぼした武田
の旧臣が徳川家康配下で統治に再度起用さ
れたため「山梨県人による山梨県民支配」が
復活したこと、 
④ 秀吉が北条を滅ぼした直後に甲斐は一旦秀
吉の臣下に与えられ、家康は代わりに北条の
領地を与えられたが、徳川幕府成立後家康は
甲府盆地の一部を直轄領とし、甲斐を一族で
支配したこと、 
⑤ 1724 年、徳川 8 代将軍吉宗の時代に甲斐は
幕府の直轄領となったこと 
筆者は『宅急便』や『郵政民営化法案』に反対し
た山梨県民意識の根底には、この『幕府直轄領とい
う歴史』の中で「危険を冒してまで新しいことに取
り組まずともお上の言うことに従えばよそより悪く
されることはない」という心情が DNA のレベルで
形成されたためではないかと考えるものである。山
梨県から新機軸というにふさわしいイノベーション
を起こした人たちのすべてが県外で活躍したことも
この仮説を支援する事実といってよいであろう。上
野原に着任して 15 年、1 県民・1 市民としての日常
生活と山梨県の長期計画審議会委員や上野原市の審
議会委員などの活動を通して、筆者は山梨という地
域で日常生活に係わるイノベーションを惹き起こし
て行くことの難しさを体感している。 
 
 
３．上野原の地域研究－その１：国道 20 号交通
実態調査 
平成１8 年 4 月現在、上野原市の人口は 28267
人、面積は 170.65 平方キロメートルで、その人口
密度 166 人である。この地域の地勢を示すキーワー
ドは「河岸段丘」（river terrace）で、坂が多く、道
は狭く、平坦地は僅少であり、広い地面を前提とし
た米作農業は不可能で、上野原は傾斜した細長い地
面でも成り立つ桑の栽培・養蚕と絹織物および宿場
で日本が貧しかった時代を生きてきた。 
ここに挿入した航空写真（図 1）は 2002 年に発
行された『上野原町 町政要覧』に掲載されたもので、
上野原市の了承を得て筆者が説明を挿入したもので
ある。国土地理院の 2 万 5000 分の 1 の地図では読
み取り難い河岸段丘特有の町の地形とその高低がよ
く現れている。掲載された写真はカラー写真である
が、真冬の快晴の日の午前に撮影されたらしく、普
段は豊かな広葉樹の緑はすべて落葉し、針葉樹に緑
が残るのみで、散在する畑にも緑はなく、一面土色
で埃っぽい印象を与えるのであえてモノクロの画像
で説明した。標高は 2 万 5000 分の 1 の地図や駅舎
に記されている数字を転記した。この町を通る国道
20 号線と大学開設時に新設された川沿いの県道は
マーカーで太く示した。商店街を通る国道 20 号線
は、原図ではタコ糸のような太さで描かれているだ
けである。道路が湾曲している部分は上り坂か下り
坂であることは言を俟たない。 
この町でJR上野原駅は中心市街地から離れた標
高 185 メートルの位置に設けられている。その理由
は、養蚕と絹織物を生業とするこの地域で、桑の葉
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に蒸気機関車の煤煙が付着してはならないという理
由で、甲州街道の宿場であった中心商店街が位置す
る標高 260 メートルの高台と富士五湖を水源とし、
167 メートルの護岸に守られた桂川（水位推定 140
メートル）のちょうど中間の地点に駅舎が設けられ
たためである。 
 
 
図 1：航空写真による上野原の鳥瞰図 
国道 20 号線は東京からの進入地点で海抜 255ｍ、商店街の最高地点で 264ｍ、 
甲府に向けて市街地を出る地点（市役所前）で 260ｍである。ＪＲ上野原駅は 
185ｍ、桂川の護岸は 167ｍである。インターチェンジは海抜 248ｍ。 
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人々の生活の中心となっている商店街には片側
１車線の国道 20 号が貫通している。この商店街に
は宿場の面影が今も残されているが、最近建て替え
られた商店がセットバックしたところを例外として
国道に沿った歩道の道幅はわずかに 30 センチから
50 センチのところが残されている。15 年前に大学
に着任し、上野原の住民となってすぐに気づいたこ
とは、片側 1 車線の国道 20 号沿いの商店街でダン
プカーやトレーラーやタンクローリーや大型バスが
時速 40 キロで走行し、すれ違うと買い物客は身の
危険にさらされるということであった。 
地域研究の目的を「地域の生活者のQOLの改善」、
とりわけ「生活者の安心・安全に焦点を当ててその
ための改善策を立案しよう」としてすぐに思いつい
たことは、まず商店街を往来する車輌のデータを得
ることであった。筆者は町役場を訪ねて「国道 20
号を通行する車輌のデータを知りたい」と申し出た
のだが、当時の町役場の窓口から帰ってきた回答は
「あれは国道であるから町にデータはない」という
返答であった。「国道であろうと町道であろうと町
民の QOL 改善のための施策の立案に必要なデータ
は当然町役場にあるはずだ」と考えていた筆者はこ
の回答に唖然としつつ「これが縦割り行政の壁なの
だ。データがないというのならば自分で調査するし
かない」と決心した。ちょうど 3 年生の諸君が卒業
研究準備に取り掛かろうとする平成 11 年の秋に
「“by the people，of the people，for the people”
の立場で街の中心商店街を通行する車輌の実態調査
とその結果に基づく QOL 改善策の立案を卒業研究
のテーマにする学生はいないか」と呼びかけたとこ
ろ、ひとりの勇敢な学生が手を上げてくれた。 
筆者は縁あって 1942 年に作成された米国メリー
ランド州アナポリスにある海軍大学（Naval War 
College）のテキスト『Sound Military Decision』5）
6）を入手し、そのエッセンスの一部を「職業と社会
生活」という講義の中の「組織と人」のあり方に関
する部分で講義しているが、「国道20号交通実態調
査」はその中で紹介されている「科学の手法」であ
る「コレクション・ベリフィケーション・クラシフ
ィケーション」、すなわち、「情報の収集、情報の真
偽の確認、情報の分類」の手順を適用する格好の機
会となった。 
調査手法の詳細は卒業論文７）に譲るとして、その
調査手法の概要を紹介すると以下の通りである。 
① 上野原の市街と商店街に向かって東京方面
から入ってくる車輌の往来と甲府方面から
入ってくる車輌の往来をウイークデーとウ
イークエンドの 2 回、24 時間ビデオに収録
する、 
② 収録した画像から大型車（トラック・ダンプ
カー・トレーラー・タンクローリー・バスほ
か）、中型車（同）、乗用車（セダン・ワンボ
ックス）、商用車（ライトバン・ワンボック
ス）、軽自動車という 5 種類の車輌の通行台
数を 10 分間隔でカウントする、 
③ そのデータをエクセルのフォーマットに入
力し、グラフ化する。グラフ化に当たって。
生のままのデータをグラフにすると凹凸が
激しくなるので3個のデータの移動平均値を
とり、3 個の移動平均値をさらに 3 個集めて
移動平均し、全体の流れがなだらかなカーブ
で描かれるように工夫し、このデータを「３
－３」と表記した。 
 調査の手法は録画してカウントするという意味で
簡明であったが、上野原には市街地の真ん中に中央
高速道路の上野原インターチェンジがあり、東京あ
るいは甲府方面から入ってきた車輌が中央道に入っ
て行くケース、あるいは、中央道から市街地に出て
きた車輌が国道 20 号から東京方面あるいは甲府方
面へ出て行くケースがあるために、調査の設計に工
夫が必要とされ、東京方面から町への入り口と町か
ら甲府方面への出口の2ヵ所で車輌の通行をカウン
トした。24 時間絶え間なく通行する車輌の映像をア
ナログテープを用いてビデオに収録する作業は、4
時間ごとのテープ交換という厄介な作業を必要とし
たが、国土交通省が行なっている「目視カウント方
式による調査」に比べ、「映像を録画してカウントす
る調査手法」は車輌が集中するラッシュアワーの時
間帯でもビデオを巻き戻して通行車輌のカテゴリー
と台数を正確にカウントできたので、しっかりとデ
ータを作成できたと自負している。 
 筆者は2地点の個々のデータの分析および2地点
のデータの差から高速道路から出入りする車輌の動
向を推測する作業を行なった 8）９）が、ここでは同じ
手法を用いて 2 年後の平成 14 年 8 月 9 日（金）～
10 日（土）に国道 20 号線が貫通する商店街で行な
った調査結果のグラフを紹介する 10）。この調査日程
は夏休みの時期であったが、上野原の近隣に大規模
なレジャー施設やレジャースポットはないので、金
曜日から土曜日にかけての国道 20 号線を通行する
車輌にレジャーの影響はないと判断した。このこと
は、①2 年前の 1 日の交通量が 15,697 台であったの
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図 2：目抜きの国道 20 号線の商店街を往来する車輌の動向 
  
に対して、この時の 1 日の交通量が 15,800 台でほ
とんど変わらなかったこと、および、②深夜から明
け方にかけて大型トラックが頻繁に往来しているこ
とに変わりはなかったことによって確認されたと考
えられる。 
こうして得た平成 12 年のデータをもとに、筆者
は本学と地域の有志で構成された「地域創造センタ
ー」によって平成 13 年 8 月 22 日に開催されたシン
ポジウムで、地域の生活者の QOL の改善を念頭に
おいて「『街づくり』今、何が必要か」と題して報告
し、大学開設時に開通した桂川沿いの県道を川沿い
に延長して相模湖方面に向かって約400メートルの
トンネルを掘って国道 20 号に繋げることを提案し
た 11）（図 1 右端の説明参照）。このトンネルが実現
すると 
① 人々が寝静まっている時間帯に 10 分間に 40
台近くの大型車輌が時速 60 キロのスピード
で道に面した家屋に振動を及ぼしながら商
店街を行き来し、人々が買い物に出かける時
間帯に10分間に20台近くの大型車輌が道幅
一杯すれ違う事態がなくなり、交通安全と商
店街の活性化が期待できる、 
② 上野原の商店街を通り抜ける際に通過する
距離が 4100 メートルから 1600 メートルに
60％も減少するだけでなく、信号が８ヵ所か
ら１ヵ所に減少する、 
③ 東京方面と大月方面から商店街を通り抜け
る際に生じる坂の上り下りがなくなり、排気
ガスの減少が期待される 
と考えられたのである。 
この提案に対してその後筆者が得た情報は「トン
ネルの重要性は理解できるがものには順番がある」
ということであった。上野原には猪による農作物被
害が報告される山間に集落が点在しており、トンネ
ルを掘ってその集落を繋ぎ、土砂崩れなどの災害で
集落が孤立してしまうのを防ぐことが求められてい
た。小さな地方自治体の限られた予算で「トンネル
には順番がある」という説明をそれはそれとして筆
者は納得した。 
 
 
４．上野原の地域研究－その２：JR 上野原駅乗
降客実態調査 
筆者が次に目を向けたのは、街の中心商店街と桂
川の中間に設けられたがゆえに利用するのに不便が
付きまとう JR 上野原駅の乗降客の実態調査であっ
た。とくに筆者が強い関心を抱いたのは、街の中心
街から駅の北口を利用する場合は、航空写真にその
位置が読み取れないほど狭いバスターミナルから駅
のプラットフォームまで階段を 31 段下ればよいの
に対して、桂川に沿った道路側にある駅の南口を利
用する場合は、軽自動車がようやく離合できる狭い
町道（現在は市道）から 86 段もの階段を上り、跨
線橋に辿り着いたその後に 31 段の階段を下り、合
計 117 段、ビルの階数にして 7 階分もの階段を上下
しないとプラットフォームに出られないという事情
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であった。 
容赦なく襲いかかってくる少子化・高齢化の波の
中でお年寄りのためのエレベーター・エスカレータ
ーが必要と思われたのだが、産業界で常に現場主義
を貫いてきた立場からの問題は「その必要性をデー
タをして語らしめるために駅利用客の数と時間帯を
いかに実態調査するか」ということであった。これ
が「上野原駅乗降客実態調査」に着手しようとした
動機であった。この調査は 14 年の秋、折から 3 年
生の諸君が卒業研究準備に取り掛かろうとした時期
に「JR 上野原駅乗降客実態調査」を卒業研究のテ
ーマにする学生はいないかと呼びかけたところ、3
名の学生が手を上げてくれた。 
乗降客の動向を映像として収録するという調査
の手法は変わらなかったが、今回は①バスターミナ
ルのある北口からプラットフォームに向かう乗客、
②プラットフォームから北口に向かう乗客、③南口
から階段を上下してプラットフォームに向かう乗客、
④プラットフォームから南口に向かう乗客を正確に
カウントするという厄介な作業が要求された。とく
にラッシュアワーの乗降客の中に日大明誠高校に通
学する多くの高校生が含まれたために、それを独立
したデータとしてカウントしない限り地域の人たち
の正確なデータが得られないという点が難問となっ
た。 
調査に当たるわれわれにとって実に幸いであっ
たことはこの調査にあたって、画像収録のための世
界最小のレンズによってハードディスクに動画をデ
ジタルで収録する機器が上野原のミヤ通信工業株式
会社によって製作され、市販されていたことであっ
た。一斉にプラットフォームに向かい、一斉にプラ
ットフォームから出てくる乗客の中から制服をより
どころとして高校生を判別し、10 分間隔で記録する
という作業は、収録された画像を秒間隔で操作して
読み取れるデジタル VTR によってはじめて可能と
なったのである。 
この場合も調査手法の詳細と調査の結果は卒業
論文 12）に譲るとして、調査手法の概要を紹介する
と以下の通りである。 
① 上野原駅の北口と南口から乗降する乗客を
高校生と一般乗客に分けて、ウイークデーと
ウイークエンドの 2 回、5：20 の始発前から
24：50 の終電まで録画し、カウントする。
その場合、一般乗降客と高校生を制服から判
別できるようにカメラのレンズを天井から
ほぼ真下に向けてセットした。 
② 収録した画像からすべての乗降客をカウン
トした後、改めて制服を基準に高校生をカウ
ントして、全体の乗客数から高校生の数を差
し引いて上野原の人々の JR 上野原駅利用状
況を 10 分間隔でカウントした、 
③ そのデータをエクセルのフォーマットに入
力し、グラフ化した。グラフ化に当たって乗
客数から高校生の数を差し引いた一般乗降
客のデータを作成したが、このデータのまま
では朝のラッシュアワーに上野原から出て
行く乗客と夕刻上野原から帰って行く乗客
の動きがグラフ化され、上野原の人々の出入
りが示されることにはならないので、始発か
ら 15：00 までに上野原駅から乗車した乗客
のデータと 15：00 から終電車までの間に上
野原駅で下車した乗客のデータを接合し
（15：00 反転と呼称）、上野原の人々の JR
上野原駅利用状況を取りまとめた。 
図 3 は上から、①平成 15 年 9 月 9 日（火）に上
野原駅を乗降した全乗客数のグラフ、②上野原駅を
乗降した全高校生のグラフ、③全乗客数から全高校
生を差し引いた後の一般乗降客のグラフ（15：00
反転）である。その結果明らかになったことは次の
5 点である。 
① ウイークデーの利用者総数（グラフ上）は 8200
名、ホームへ向かった乗客は 4080 名で全体の
50％、プラットフォームから出てきた乗客は
4120 名で全体の 50％で、上野原駅から乗車す
る利用者と上野原駅で降車する利用者の比率
はウイークエンドもウイークデーもほぼ 1：1
で変わらなかった。しかし、ウイークデーにプ
ラットフォームへ向かった乗客はウイークエ
ンドより 79％多く、プラットフォームから出て
きた乗客は 90％多かった。 
② ウイークデーの北口と南口の利用状況は、北
口の利用客は 6268 名で全体の 76％、南口の
利用客は 1932 名で全体の 24％であった。JR
上野原駅利用者の 4 人に１人が南口の 86 段
階段からの利用者であることはウイークデ
ーもウイークエンドも変わらなかったが、北
口の利用者は 89％、南口の利用者は 71％そ
れぞれウイークエンドより多かった。 
③ 当然のことながらウイークエンドとの差が
最も顕著にあらわれたのは 10 分間の利用者
数で、ウイークデーの利用者が最も多かった
のは朝 8：10 の 460 名（北口 417：南口 43）
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で、ウイークエンドの 3.7 倍であった。ウイ
ークデーに 100 名を越える乗降客が 10 分間
に集中した時間帯は、朝のラッシュ時の 6：
30～8：30 と日大明誠高校の生徒が下校する
16：00～16：40 および一般乗客が家路に向
かう 17：30～19：30 の間であった。 
④ 夕刻のピークの規模は朝のピークの 4 分の 1
に過ぎなかった。 
⑤ 上野原の一般乗客の朝の通勤時のピークは
7:40 の 203 名で、10 分間の利用者が 100 名
を越える朝のラッシュアワーは 6：30～7：
40 の 1 時間 10 分であること、これに対して
夕方は 10 分間の利用者が 100 名を越えるの
は 19：10 だけで、17：00～22：00 にかけて
人々の駅の利用が分散していることがはっ
きりと示された。 
 
図 3：平成 15 年 9 月 9 日の上野原駅乗降客の動向 
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この調査を行うに当たって、駅までの交通手段や
改善すべき事柄についての意見などを得る目的でア
ンケートを朝に上野原駅を利用する乗降客に配布し、
夕刻に回収した。アンケートで、駅までの交通手段
について質問したが北口は路線バスの利用が圧倒的
に多く、南口は個人経営の駐車場に自家用車を停め
て南口を使用しているケースが圧倒的に多かった。
南口利用者からエレベーター・エスカレーター設置
に対する要望が強く出されたことは言うまでもない
ことであった。 
この調査を行なった後「バリアフリー法」が施行
され、この法律に基づいて JR 東日本のイニシャテ
ィブで平成 15 年にエレベーターとエスカレーター
が完成した。エレベーターは跨線橋から改札のある
プラットフォームの位置まで上下する形で設置され
たが、エスカレーターはプラットフォームのある改
札のレベルから跨線橋までの 31 段の階段の一部分
に上りエスカレーターが設置されるにとどまり、86
段の階段を上った後 31 段の階段を下るという現状
の改善に寄与することにはならなかった。 
筆者はこれに対して「エスカレーターは JR の敷
地を利用して南口から跨線橋までの 86 段の階段に
設置されるのが QOL 改善のために必須ではない
か」と関係先に照会したが、「①工事はバリアフリー
法に基づいて JR の資金で行われていること、②プ
ラットフォームから跨線橋に上がる階段と北口まで
の跨線橋は JR の構築物であるが、南口の階段とそ
の階段に通じる跨線橋は町道であり、南口のエスカ
レーター工事は町政マターである。JR の資金で工
事を行う筋合いはない」という回答を得た。言われ
るまでもなくその通りであった。 
 
 
５．構造改革特区提案－その１：地域通貨で支払
う自家用車乗り合い・乗せ合いの提案 
 筆者は 1979 年 9 月、国際政治・経済・技術動向
を調査研究し、本社に報告するために、当時勤務し
ていた東レ株式会社から「未来学者」ハーマンカー
ンがリーダーシップを発揮していたハドソン研究所
に特命留学した。出発前にハドソン研究所から「プ
ライベートトランスポーテーション（private 
transportation）についてのポリシーはどうなって
いるか」というテレックスが届いた。「プライベート
トランスポーテーション」という言葉がすぐに理解
できなかったのだが、これまでの日本での生活で日
常生活の足はすべてパブリックトランスポーテーシ
ョン（public transportation）で事足りていたから
である。ハドソン研究所はニューヨークのグランド
セントラルステーションからハドソンハーレムライ
ンで 1 時間北へ乗ったところ、日本で言えばさしあ
たり避暑地の別荘地帯といった風景が展開している
ところなのだが、赴任したその日からプライベート
トランスポーテーションという言葉の意味を思い知
るところとなった。地域で生活して行く上で利用可
能なパブリックトランスポーテーションはスクール
バスだけであり、買い物にせよ鉄道の駅に出るにせ
よ頼りにできるパブリックトランスポーテーション
はなく、車で 5 分の距離を歩こうにも道に歩道はな
く、危険なことこの上なかったのである。プライベ
ートトランスポーテーションのないアメリカ生活は
「禁固刑を受けたも同然の生活」であった。 
JR 上野原駅から 21 キロ離れた一番遠い西原（さ
いはら）までのバスが開通したのは 30 年ほど前と
される。当時西原から上野原中心市街地までのバス
運賃は 360 円見当であった。現在は小刻みな距離比
例運賃体系のゆえに 860～940 円となっている。こ
の当時、上野原から新宿までの JR 運賃は 520 円、
現在は 1110 円である。30 年間の運賃の上昇率はバ
スが 2.5 倍、JR が 2.1 倍である。このデータは上野
原の中心市街地から運賃で計測すると西原が新宿よ
り遠くなっていることを物語っていると考えられる。
過疎化によって乗客が減少し、乗客が減少するから
赤字が増加し、運賃の値上げと便数の減少が生じ、
その結果過疎化が一段と進むという悪循環が続いて
いるのである。その上に少子化・高齢化の波が平均
以上のスピードで押し寄せているのが上野原の現状
である。こうしてこの地域では小中学校児童の減少
による学校統廃合が避けて通れない現実となり、西
原から中心市街地のはずれにある県立高校に通学す
るために同じ市内にもかかわらず下宿しなければ通
学できないという事態さえ起こっている。遠隔地の
「陸の孤島化と地域社会の崩壊」を食い止めること
は地域社会にとって最大のチャレンジである。上野
原に勤務するようになって筆者の意識に常に去来し
たのは、中心市街地は別として、「自家用車を持たな
い人々は禁固刑を受けたに等しいという意味で、上
野原の山間地の集落をアメリカ化してはならない」
ということであった。 
この上野原でタクシーを利用すると東京で 670
円区間の感覚で乗ってもすぐにメーターが 1000 円
を超えてしまう状況で、高齢の年金生活者には到底
負担できない金額である。過疎地の割高運賃が適用
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されているためと思われる。この現状の中で高齢者
が隣近所の知り合いに病院まで自家用車で送って欲
しいとお願いして、送ってもらってお礼に円を支払
うと現在の法律では「白タク行為」として検挙され
る。ならば「地域を元気にする仕組みのひとつとし
て注目され、NHK のテレビ番組で繰り返し取り上
げられた地域通貨で支払うとどうなるのか」、筆者は
この考え方は小泉内閣の構造改革特区提案に値する
と考えた。 
地域通貨は経済学を学んで企業でエコノミスト
として仕事を続けてきた中では出会ったことのない
言葉であった。そこで筆者は国道 20 号線の通行車
輌の調査や JR 上野原駅の利用実態調査と同様、地
域通貨を研究室の卒業研究テーマに掲げ、研究に取
り組む学生諸君に参加を求めたのだが、平成 14 年
度に 4 名の学生諸君が研究に取り組んだ 13）。以下は
そのエッセンスである。 
地域通貨は 1930 年代の世界不況の時に、デフレ
によって政府が発行する通貨（法貨）の機能が麻痺
して経済が停滞し、オーストリアのヴェルグルとい
う町で人々の間でニーズがあるにもかかわらず
33％もの人々が失業している現状を打開するため
に、町長が労働証明書を発行し、これを地域通貨と
して利用することによって地域経済を立て直したの
が最初である。この試みは不況克服という立派な成
果を挙げたにもかかわらず、通貨の発行は政府の専
管事項であることを理由に廃止され、町は再び失業
率 30％の町に戻って行ったとされるのだが、1990
年代に地域経済活性化の手法として再評価され、ア
メリカニューヨーク州のイサカという町で「アワー」
（hour）という呼称の地域通貨が発行され、注目さ
れた。わが国でも 2000 年 2 月に北海道栗山町で「ク
リン」が導入され、NHK テレビで紹介されるなど、
徐々に広がりを見せ、現在 800 を超える地域通貨が
発行されている。地域通貨を積極的に提唱された特
定非営利法人エコミュニティ  ーネットワーク 代表
理事 加藤敏春氏によれば、1990 年代の後半から地
域通貨はボランティアによる先行試行段階から行政
と提携した第2の発展期を迎えているとされている
14）。 
地域通貨の機能は、貨幣の機能とされている①価
値の尺度、②交換手段、③貯蓄（価値の保蔵）の 3
つの機能のうち「貯蓄機能についてはマイナスの金
利という考え方によってその機能が剥奪されている
通貨」である。これはオーストリアで行われた労働
証明書の有効期間が 1 ヵ月とされ、翌月に使用する
場合は1シリング切手を貼付しなければならないと
されたことに由来している。この機能は「有効期限
内に通貨を使用しなければ損をする」といういわば
「悪貨が良貨を駆逐する」というグレシャムの法則
を地で行くような意味合いを持ったが、経済の極端
な沈滞を打開するカンフル注射としての役割を発揮
したと評価することができる。 
価値の尺度という機能についても地域通貨は一
般の通貨とは機能に相違がある。それは提供される
グッズとサービスについてあらかじめ定価を示すこ
とが必ずしも必要ではなく、グッズとサービスの授
受に際してその「価格が当事者の相対で決定される」
という点である。このことはグッズとサービスの受
け手の支払い能力が低い場合にその支払能力に応じ
た価格が成立することを意味している。 
以上の 2 点を評価すると、地域通貨は通貨の 3 つ
の機能のうち交換手段がとくに大きな役割を持つ通
貨ということができるのだが、その基本的枠組みは
①地域通貨は特定の人々の間でだけ通用する通貨で
ある、②地域通貨の決済は紙幣または預金通帳の上
で行われる、③グッズとサービスの需給の出合いは
実際のマーケットで行われる場合と掲示板や電話や
インターネットのホームページなどで行われるとい
うことである。 
これまで地域通貨について多くの事柄が書かれ、
語られてきたが、筆者はNHK テレビで伝えられた
「地域通貨は今にはじまったことではない。昔から
行われてきた手間貸しそのものだ」という北海道栗
山町の一老婆の一言が地域通貨の本質をずばり表現
していると考えている。 
 筆者は地域通貨をこのような立場でとらえて、上
野原の中心市街地の商店街の『大ケヤキシールスタ
ンプ』と連動させる形で「地域通貨で支払う自家用
車乗り合い・乗せ合いプログラム」と題して 2005
年秋に行われた小泉内閣構造改革特区推進のための
もみじキャラバンにおいて次のような特区提案を行
なった。 
 以下は構造改革特区提案のフォーマットに記した
提案内容である。本件特区提案は２つの部分から構
成されている。第 1 は「地域通貨で決済される『自
家用車による輸送サービスの提供』」であり、第 2
は「商店街が発行してきた大ケヤキシールスタンプ
を介して法貨である『円との交換が可能な地域通貨
の創設』である（巻末に本件提案の別紙として添付
した背景説明資料を掲出した）。 
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５－１「地域通貨で決済される自家用車による輸送
サービスの提供」 
具体的事業を実現するために必要な規制の特
例事項(事項名)：上野原地域通貨「ウエノハラ 
エコノ エコロ マネー」（UEM）参加者によ
って結成されるドライバーズギルドの メンバ
ーの自家用車を使用し、事前予約している地域
通貨参加者を対象とし、地域通貨によって決済
される輸送サービスの提供 
 
規制の特例事項の内容：道路運送事業法によっ
て規制されている自家用車による有料輸送サ
ービス提供を、河岸段丘特有の山間地形の上野
原市において、次の 3 条件の下で撤廃する。①
UEM の運営に当たる NPO が、地域の道路事
情に精通し、十分な運転経験と本件への理解と
熱意を持つUEMメンバーでドライバーズギル
ドを組織する、②サービスの受け手はUEM に
参加し、そのネットワークを通じて事前予約す
る、③対価は法定通貨で計算された「割り勘ベ
ースのガソリン代などの実費＋10％相当額」を
超えない範囲で当事者間でUEM で決済する 
 
具体的事業の実施内容：法定通貨の下で形成さ
れているビジネスライクな人間関係では掬い
きれない『小さな善意』を授受する地域通貨の
ネットワーク機能を通して、輸送サービスの提
供者は提供可能なサービスの TPO をネットワ
ークにインプットし、輸送サービスの受益者は
提供されているサービスと自分の都合を合わ
せて予約する。例えば、A さんが市役所へ出か
けるTPOをネットワークにインプットすると、
市民病院へ行きたいが交通手段を持たない年
配の B さんが自分の TPO を調整して予約、便
乗する、その場合B さんはA さんに対して割り
勘でUEM で対価を支払う。C さんの特別の要
望に応じる場合、A さんは「実費＋10％相当額
のUEM をC さんから受け取る。 
 
提案理由・代替措置の内容：上野原市の道路は
河岸段丘特有の山間地のために坂の上り下り
と急なカーブが多い。国道 20 号線は常に輻輳
する一方、山間地の集落に向かう路線バスは採
算が取れないとして廃止の意向が示されてい
る。タクシーは 4 社で 20 台弱が稼動している
が、過疎地料金で割高である。河岸段丘ゆえの
高低差は事態をさらに悪化させている。桂川沿
いの道路とJR上野原駅の標高差は20メートル
で、4～5 階のビルと同じである。この JR 上野
原駅と上野原の中心街との標高差は120メート
ルで、20～25 階の高層ビルに匹敵する。この高
低差の中で徒歩や自転車で日常の用を足すこ
とは困難である。私的な交通手段を持たない高
齢者や子育て途上の母親にとって通院・通園・
通学など日常生活の障害は実に大きい。地域に
固有の条件を克服しようとする本件特区申請
は地域に押し寄せている少子化・高齢化問題へ
の対応と地域活性化のために欠かすことので
きない要件である。 
 
５－２「商店街発行のスタンプを介して法貨である
円との交換が可能な地域通貨の創設」 
具体的事業を実現するために必要な規制の特
例事項(事項名)：地域通貨（上野原エコノ エコ
ロ マネー：UEM）に対する円兌換可能性の付
与と行政が授受するサービスに対する地域通
貨による決済 
 
規制の特例事項の内容：現行法で禁止されてい
る地域通貨の法貨への兌換規制を次の 2 条件
の下で撤廃する。①上野原市商工会によって
1960 年代から実施されている大ケヤキシール
スタンプの換金制度を経由する、②上野原市が
授受するサービスに対する支払手段として活
用する 
 
具体的事業の実施内容：商工会代表・行政代
表・UEM 利用者代表・大学代表で構成される
NPO を設立し、メンバー登録費と賛助金を準
備資産として「ウエノハラ エコロ エコノマネ
ー」（UEM）を発行し、次の 2 点に使用する。
①登録メンバー相互間で「相対で合意された
UEM 表示価格」によって行われるグッズとサ
ービスの取引、②上野原市が地区ごとに設けて
いる憩いのサロンなどで行われるベビーシッ
ティング、小学生の登下校の際の安全パトロー
ルなどボランティアによって行政に提供され
るサービスおよび住民票の発行や市営温泉な
ど行政が提供するサービスに対する支払い（詳
細は別紙１に記述） 
 
提案理由・代替措置の内容：ここに提案する
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UEM は「入会金と賛助金を準備資産として発
行される上に、商店街クーポン券を経由した円
兌換と上野原市が授受するサービスへの支払
いによってその価値が担保される」ので、北海
道栗山町ほかで発行されてきたボランティア
ベースの地域通貨が内包している「通貨機能の
喪失」のリスクがなく、地域通貨本来の機能、
すなわち、「法定通貨の下で形成されているビ
ジネスライクな人間関係では掬いきれない『小
さな善意』を支えとした少子化・高齢化問題へ
の対応と地域活性化・安心安全な生活環境創出
のエネルギーを持続的に生み出すことが期待
できる。本件は教育と遵法精神を両立させなけ
ればならない大学が参加する関係で踏み込ん
だ特区の認定を得たいと考えている（詳細は別
紙１に記述） 
 
  
本件特区提案と内閣府からの連絡は次の通りで
ある。 
提出日・提出先：平成 17 年 11 月 28 日・内閣
府構造改革推進室 
内閣府回答日：平成 17 年 12 月 9 日 
案件番号・回答内容：財務省 0730120 D（現
行法規によって実施可能） 
国土交通省 1230580 Ｄ（現行法規によって実
施可能） 
 
 
 筆者の提案は特区としては認定されなかったが、
現行法規のもとで実行可能という評価であった。 
 特区制度の下で提案した内容がわずか1ヵ月の間
に「現行法規のもとで実行可能」という回答を本省
から得ることができたのは画期的であった。筆者に
とって特区提案は初めての経験であったが、地域の
QOL 向上のためのこのような方策を立案し、関係
省庁の地方の出先機関や県庁に趣旨を申し出てアポ
イントメントを取り付け、オフィスに出向いて趣旨
を説明して質疑応答を行うところまではたどり着い
ても、本省に取り次いでもらうことができたかどう
か定かではない。本省に取り次いでもらうことがで
きた場合でもおそらく前例がないことを理由に提案
が却下されることになったであろうと思っている。 
また、たとえ筆者が構造改革特区制度とは別に同
じ提案を財務省や国土交通省の地方の出先機関に行
なって、本省に取り次いでもらって、現行法規のも
とで実行可能という評価を得ることができたとして
も、それまでに 3 年あるいはそれ以上の時間を要し
たであろうというのが筆者の率直な生活実感である。
その意味で筆者は構造改革特区制度は「現行の法体
系の不備を、別に定められた法の力によって、力ず
くで変革する」という意味で革命的でさえあると思
っている。 
 
６．構造改革特区提案－その２：土地にも区分所有
を認める提案 
 構造改革特区制度のこのような威力を実感したの
は平成 17 年秋に行われた「もみじキャラバン」と
いう構造改革特区集中提案募集キャンペーンの時で
あった。続いて平成 18 年初夏に「あじさいキャラ
バン」という構造改革特区集中提案募集キャンペー
ンが行われた。筆者は「上野原の QOL 改善向上策
を構築する上で最大のネックになっている問題点を
構造改革特区提案で打開の糸口を探ろう」と考えて、
「土地にも区分所有を認める提案」を提出した。「土
地に区分所有を認める法律がないから実行不可能」
という回答が予想されたが、内閣府から伝えられた
法務省の判断は「特区としては認定されないが現行
法規の下で実行可能」という内容であった。 
以下は「土地の区分所有」に関する構造改革特区
提案のフォーマットに記した提案内容である（巻末
に本件提案の別紙として添付した背景説明資料を掲
出した）。 
 
具体的事業を実現するために必要な措置(事項名): 
土地の区分所有 
 
措置の具体的内容：1971 年に土地改良法第 95 条 3
項の認可を得てスタートし、1979 年に予定の水没防
止のための盛土工事が完成したにもかかわらず一部
関係者の賛成が得られず事業全体が頓挫している
JR 上野原駅南口土地改良事業の対象面積（12817
坪）を 1 棟の超高層マンションに、個々の地権者の
事業開始前の地籍に応じて割り当てられる JR 上野
原駅南口駅前駐車区画を区分所有されるマンション
の個々の居室と見なして、土地の区分所有を特区と
して認定し、権利関係を合理化し、事業の進捗をは
かる 
 
具体的事業の実施内容：当該土地改良事業着手以前
の地権者の地積を盛土後の駐車場区画の数で表示し、
土地の資産価値を駐車場からの現金収入の形で年金
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化することによって、 地権者に①先祖伝来の土地が
収用されることがない、②継続的現金収入が保障さ
れるというメリットを与えて区画整理事業への賛意
を取り付ける。これを受けて行政が①既成事実化の
進行の中で複雑化した利害関係を調整し、②土地買
収に要する時間と費用を抜本的に節減して、膠着状
態にあるＪＲ上野原駅南口の整備を進め、①バスタ
ーミナル、②公営駐車場、③エスカレーター・エレ
ベーターの設置を進め、市民生活の便利性の向上と
地域活性化の突破口を開く。 
 
提案理由：道が狭く、坂が多く、平坦地が僅少とい
う河岸段丘特有の生活に不便な地勢の上野原市の
JR 上野原駅南口には 12817 坪もの土地が土地改良
事業参加者の全員の同意が得られないために 35 年
間も放置され、今も打開の目途が立っていない。所
定の手続きを踏んで土地を収用するのが事態打開の
正攻法であるが、マンションに認められている区分
所有を「上野原という河岸段丘特有の生活に不利な
地勢の下、首都圏への活力の吸引と少子化・高齢化
に見舞われている上野原に限って特区として認め
る」ことは地域活性化のための最大かつ緊要の課題
である。本件は憲法に保障された財産権を公共目的
の観点から合理化するための新しい手法である。 
 
 本件特区提案に先立って甲府で行なわれた内閣府
の「あじさいキャラバン」説明会に筆者は出席し、
「土地区画整理組合による全員一致の意思決定を多
数決原理による意思決定に変更する特区」が成立す
る余地があるかどうかを事前に質問したが、「所有
権は日本国憲法で保障されている絶対的権利であっ
て、憲法が改正されない限り特区は成立しない」と
いう説明を受け、「土地の区分所有」を「全員一致を
得るための手段」と位置づけて特区提案を行なった
が、法律がないから実施できないという筆者が想定
した立場から1歩踏み込んだ法務省の判断が示され
たことは再び画期的なことであった。 
 「コンベンショナル ウィズドム」（conventional 
wisdom）という言葉がある。筆者はこの言葉を「社
会的に認められた知恵の範囲で行われる判断」と理
解しているが、今回の「土地の区分所有提案」はこ
の言葉の範囲を広げたものであると言えるであろう。
これをどのように実際の場面に適用して行くか、筆
者は今すぐにでも全員一致の意思決定が得られずに
いる関係者に説明し、膠着状態を抜け出すきっかけ
を探りたいと考えているが、人間は感情を備えてい
る動物であり、感情を抜きにした論理が反って事態
を悪化させることも起こり得ると考えて、無理のな
い形でその機会が訪れるのを待っているところであ
る。 
  
本件特区提案と内閣府からの連絡は次の通りで
ある。 
提出日・提出先：平成 18 年 6 月 28 日・内閣府
構造改革推進室 
内閣府回答日：平成 18 年 7 月 21 日 
案件番号・回答内容：法務省 0520140 D（現
行法規によって実施可能） 
農林水産省 1020230 C（法令がなく実施不可
能） 
（注：筆者は本件提案を法務省関係事項として提出
した。提出後、内閣府担当官から内容が農林水産省
に関係しているので農林水産省にも提案してはどう
かというアドバイスを受けて、農林水産省にも提出
願った。結果は C であった） 
 
７．エピローグ 
 「15 年の歳月を与えられれば何か形のある仕事が
できる」と考えて産業界から大学に着任して、上野
原の大学の宿舎に住民票を移して市民税を払いはじ
めて 15 年、子供たちが巣立ったあとの住まいを上
野原の木材を使って地元の大工さんに作ってもらっ
て、少額ながら固定資産税を払いはじめて 4 年、こ
の間、筆者は平成 15 年に上野原市都市計画審議会
委員（平成 17 年から会長）、平成 17 年に観光審議
会委員および環境審議会委員を拝命している。これ
らの委員会はいずれも諮問委員会で、問題を諮問さ
れた場合に審議するという意味で受身の委員会であ
るが、平成 18 年 5 月に「上野原の路線バス赤字問
題を検討する委員会をスタートさせる。ついては関
心のある市民の参加を求める」という上野原市の意
向が隣組の回覧板で伝えられた際に、筆者は進んで
参加を申し出たところ、路線バス問題検討委員会委
員長を拝命するところとなった。 
 上野原市を走る路線バスには年間総額 4700 万円
の赤字が出ており、中心市街地を走る黒字路線の黒
字で補填してもなお年間 2600 万円の赤字が残り、
このままでは市民のための公共交通が確保できない
というので 2600 万円の補助金が市から交付されて
いる。この間、補助を受けた路線バスが昼間ほとん
ど乗客を乗せない状況で時刻表通り毎日運行されて
いるという現実が一方で生じている。財政が悪化し
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ている中、誰の目に見ても貴重な税金が無駄になっ
ていることが明らかである。上野原の路線バスには
明らかに『金属疲労に似た制度疲労』が生じている。
しかも少子化・高齢化の波は最大の社会的チャレン
ジとして情け容赦なく山間地の上野原に襲いかかっ
ている。何とか事態を打開し、レスポンドしなけれ
ばならない。筆者は与えられた 15 年の大学勤務の
最後の 1 年を過しているが、この「チャレンジ＝課
題へのレスポンス＝応戦」を筆者自身のライフワー
クと受け止めて、「上野原の QOL 向上を実現する
ための具体策」を見出したいと考えている。委員会
は平成１9 年秋に結論を出すことを求められている。 
 上野原は「首都圏に最も近い田園都市」である。
早春には鶯がまだ新芽が息づく前の木々の枝高く囀
るのが観察され、初夏には蛍が飛ぶ。あゆ釣りの名
所でもある。かつては多くの蝶々の愛好家を誘った
ことでも有名である。山梨の名を全国に伝えている
桃やぶどうは産しないが、この地の絹織物を支えた
桑の木には今も「桑の実」ができ、ジャムが作れる。
「命の水」が滴り出でくる採れたての野菜がある。
平成8年に天皇・皇后両陛下が来訪された長寿の里、
棡原（ゆずりはら）もある。 
 上野原町が合併する前の平成 15 年のことであっ
た。初夏の頃に 26 回にわたって中心市街地だけで
なくバス路線から奥に入り込んだ過疎地の集落で
「地域住民懇話会」が開催された。毎回午後 7 時か
ら 9 時まで、市長・助役・収入役・教育長・消防長・
各課長が全員出席され、30～40 名の地区の住民との
生真面目な対話が行われた。筆者は関係者の了解を
得てそのうちの9回目から26回目までの18回に出
席した。直接民主主義の現場に立つようなある種の
感動を覚えたことが思い出される。筆者は 1960 年
から 1992 年まで首都圏だけに住んできたが、行政
との係わりは「個性を持たない 1 住民という立場」
であった。「上野原は違う」というのがこの時の率直
な印象で、この時に「首都圏に最も近い田園都市」
というコンセプトを得た。今後とも、首都圏の生き
馬の目を抜くような厳しいビジネスとコンクリート
ジャングルに疲れた人々のための田園都市としての
可能性を視野にとらえながら、上野原の QOL 向上
のための具体的活動を続けて生きたいと考えている。
（完） 
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添付資料－１ 
上野原市における大学と地域の共同による 
少子化・高齢化と地域活性化を目的とした 
構造改革特区申請 補足説明 資料 
山梨産業情報交流ネットワーク 構造改革特区・地域再生研究会 
帝京科学大学教授 谷口 文朗  
１．状況認識 
創立以来 15 年を経て地域との交流実績を積み重ねてきた帝京科学大学には、 
① 研究機関として持たねばならない問題に対する洞察力と問題解決への見識、 
② 教育機関として持たねばならない知的な正直さと遵法精神、 
③ 若く実直な学生の行動エネルギ  ー
という３要素がある。 
一方、大学が位置するこの上野原市には、 
① 河岸段丘特有の生活に不利な地勢、 
② 少子化・高齢化の進展、 
③ 首都圏に地域の活動エネルギーを吸引されることから生じる不活性、 
という問題がある一方で、 
① 恵まれた自然環境、 
② 知識と経験を積んだ実直な人々がいる 
という要素がある。 
とくに指摘されなければならないことは、上野原には河岸段丘のゆえに平坦地がほとんどないという地勢
があり、この地勢が少子化・高齢化と活性化という地域の課題の解決に当たって平坦地に見られない不利な
条件を形成していることである。 
 
２．問題意識 
少子化・高齢化と地域の活性化という地域の課題を解決する上で、道路・トンネル・福祉施設などのいわ
ゆる「生活のためのハードウエア」が必要とされることは言うまでもないが、これまで行政が力を入れて整
備してきた「生活のためのハードウエア」を車の前輪とすると、車の後輪であるハードウエアを活用するソ
フトウエア、すなわち 
①「人と人をつなぐソフトウエア」、 
②「人と人をつなぐサービスの体系」、すなわち、「相手に何らかのメリットを与えるライブのアクション
の体系」 
が地域社会の解体の過程で機能不全に陥っているという現実がある。この車の後輪の部分は今日までに構築
されてきた前輪の部分の効果を発揮させるために早急に整備されなければならない喫緊の課題である。 
 
３．特区申請の目的 
このような問題意識のもと、大学、とくに教育機関としての大学が持たねばならない法に対する正しい姿
勢を強く意識し、既成概念では違法とされる行為を構造改革特区制度の主旨に沿って地域の問題解決に取り
入れることを目的として、次の 2 件について構造改革特区を提案する。 
 
４．特区提案 
特区１：道路運送事業法によって規制されている自家用車による有料輸送サービス提供を、河岸段丘特有
の山間地形の上野原市において、次の 3 条件の下で撤廃する。①「ウエノハラ エコロ エコノ マ
ネー」（UEM）の運営に当たる NPO が、地域の道路事情に精通し、十分な運転経験と本件への
理解と熱意を持つUEM メンバーでドライバーズギルド（UDG）を組織する、 
②サービスの受け手はUEM に参加し、そのネットワークを通じて事前予約する、③対価は法定
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通貨で計算された「割り勘ベースのガソリン代などの実費＋10％ 
 相当額」を超えない範囲で当事者間でUEM で決済する 
特区２：紙幣類似証券取締法で禁止されている地域通貨の法貨への兌換規制を次の2条件の下で撤廃する。 
① 上野原市商工会によって1960年代から実施されている大ケヤキシールスタンプの換金制度
を経由する、 
② 上野原市が授受するサービスに対する支払手段として活用する 
 
５．特区１の背景説明：UDG による自家用車による有料輸送サービス提供 
上野原市においては冒頭に述べた河岸段丘独特の地勢によって、幅広い平坦な幹線道路はなく、国道 20
号線でさえ片側1車線で、坂の上り下りと急なカーブが多く、生活時間帯における交通は常に輻輳している。
山間地の集落に向かう支線道路では路線バスの本数は 1 日数本で、採算が取れないとして廃止の意向がバス
会社から出されている。タクシーはタクシー会社 4 社で推定 20 台が稼動しているが、料金が割高である上、
中心街でさえ幹線道路から入り込んだ場所では車の離合が不可能な場合があり、ドア トゥ  ードアというタ
クシー最大のメリットを受けられない場合がある。 
河岸段丘ゆえの高低差も大きな問題である。上野原の中心街は標高 260 メートル（国土地理院 1／25000
で読取り）の台地に広がっているが、標高 140 メートルの桂川沿いの道路との標高差は 120 メートルで、24
～30 階建ての高層ビルに匹敵する。 
ほとんどの地域で都市の交通の要衝となっている JR の上野原駅は、その昔機関車の煤煙が蚕の餌となる
桑の葉に付着しはならないという理由で、川沿いの道路と中心街の中間の標高 160 メートルの位置に設置さ
れている。桂川沿いの道路と JR 上野原駅の標高差は 20 メートルで、JR 上野原駅の利用者が桂川沿いの道
路にある駅南口からプラットフォームに辿り着くには一旦 86 段の階段を上り、さらに 31 段の階段を下らな
ければならない。上り下りする階段は合計 117 段、29 メートル、ビル換算 6～7 階分である。中心街から JR
上野原駅を利用する場合は幅約 12 メートル、奥行き約 30 メートルの信じられないような広さのバスターミ
ナルに到着する路線バスを利用できるもののバスの本数は限られているのが現状である（このバスターミナ
ルには客待ちのタクシーも数台駐車するため、路線バス3台が入ると自家用車の送迎はほとんど出来ない）。 
このような地勢から生まれている公的な交通手段の不備は私的な交通手段を持たない高齢者や子育て途
上の母親にとって通院・通園・通学など日常生活の多くの場面で安心・安全な生活の障害となっているばか
りでなく、地域の恵まれた自然環境と知識と経験を積んだ実直な人々がいるという地域活性化要因を生かし
えない根本的な原因となっている。 
「①UEM の運営に当たる NPO が、地域の道路事情に精通し、十分な運転経験と本件への理解と熱意を
持つUEM メンバーでドライバーズギルドを組織する、②サービスの受け手はUEM に参加し、そのネット
ワークを通じて事前予約する、③対価は法定通貨で計算された「割り勘ベースのガソリン代などの実費＋
10％相当額」を超えない範囲で当事者間でUEM で決済する」という条件の下で道路運送事業法の適用除外
を求める本件提案は、地域特有の地勢から生まれるハンディキャップを克服し、少子化・高齢化・地域活性
化問題に解決の糸口を与えるものである。 
提案書では「例えば、A さんが市役所へ出かけるTPO をネットワークにインプットすると、市民病院へ
行きたいが交通手段を持たない年配のB さんが自分のTPO を調整して予約、便乗する、その場合B さんは
A さんに対して割り勘でUEM で対価を支払う。C さんの特別の要望に応じる場合、A さんは「実費＋10％
相当額の UEM を C さんから受け取る」という例を示したが、サービスの提供者とサービスの受益者のマ
ッチングは、E-メールや携帯電話・固定電話によって行うことも可能である。 
なお、UEM 未加入者がドライバーズギルドのサービスを受けようとする場合は、UEM のメンバーある
いはNPO を通して試行的に予約でき、その後メンバー登録に進むという仕組みを想定している。 
本件特区が実現すると、上野原の自然環境の中で自生しているクワの実を採取してジャムを作ったり、旧
甲州街道犬目の宿から見える浮世絵に描かれた富士の景観を鑑賞したり、新緑が出る前に鶯が囀るのを見た
り、「完熟野菜」の栽培農家の訪問とサラダの賞味など、資源化されていない地域の観光資源の資源化に道を
開き、地域の活性化に寄与することが期待される。 
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６．特区２の背景説明：UEM の発行 
上野原市では、大ケヤキシールスタンプ加盟店で買い物をすると 200 円毎に大ケヤキシールスタンプ１枚
がもらえ、このシール 160 枚を所定の台紙４ページに貼り付けると都留信用組合上野原支店で 500 円の法貨
と交換される仕組みが 1960 年代から今日まで定着している。 
この仕組みの上に、新たに地域商工会代表・行政代表・地域通貨利用者代表・大学代表で構成されるNPO
を設置し、仮称「ウエノハラ エコロ エコノ マネー」（以下 UEM と略称）を発行する。UEM は、①登録
されたメンバー相互の間で相対で合意された値段で行われるグッズとサービスの取引の決済手段、②通貨が
持つ貯蓄機能がマイナスの金利または有効期限の設定によって剥奪されているがゆえに利用が促進される仕
組みを持つことを想定している。 
NPO は、UEM 利用希望者から徴収する入会金（市民および近隣地域の参加希望者が広く参加できるよう
に 1000 円またはケヤキシール 1000 円相当分を想定）と UEM の賛同・支援者からの賛助金（1 口 10000
円を想定）によって既存のケヤキシール発行団体から UEM の円滑な流通に必要なケヤキシールを購入し、
ケヤキシール 40 枚を１UEM とする『金券』を発行してUEM の地域通貨としてのファシリティーを確保す
る。この金券は、都留信用組合上野原支店で 500 円の法貨と交換される大ケヤキシール 160 枚を貼り付けた
所定の台紙４ページの 1 ページを見合いに発行されるがゆえに、125 円の法貨相当の購買力を与えられる。 
この仕組みの導入は商店街の大ケヤキシールの利用範囲の拡大という効果を生み出すことになるので、既
存の大ケヤキシールスタンプ参加商店での買い物の増加のみならず、理容・美容など当初から加盟を想定さ
れていなかったサービス業のショップが新たにケヤキシールスタンプに参加する道を開く切っ掛けとなり、
商店街の活性化が期待される。 
本件構造改革特区提案の今ひとつの柱は、上野原市がUEM を活用し、少子化・高齢化・地域活性化と住
民の安心・安全のために必要なサービス活動（相手にメリットをもたらすライブのアクション）に対して円
で表示されるサービス対価の１／２のレートでUEMを支払い、市が提供する行政サービスに対してはUEM
の券面金額の２倍の支払能力を認めることを想定している。このことは行政が市民からサービスを購入する
際はマーケットプライスの 1／2 で購入し、市民に対してサービスを提供する際は現在適用しているマーケ
ットプライスによることを意味する。行政が市民からサービスを購入する際はマーケットプライスの 1／2
という考え方は、堀田 力 氏が『小泉内閣メールマガジン第 67 号（2002 年 10 月 24 日）で「ボランティア
活動をした者に支払う謝礼金」として提案された「スタイペンド」（stipend）そのものと考えている。 
この構想の中で、市が提供を受ける少子化・高齢化・地域活性化と住民の安心・安全のための諸活動とし
て、①地区ごとに設けられている憩いのサロンなどを利用した元気なお年寄りによるベビーシッティング、
②小学生の登下校の際の安全パトロール、③街の清掃・美化活動、④不法投棄物の処理、⑤桂川水系の浮遊
ごみの処理、⑥観光資源の整備と観光資源の提供などを想定し、市が提供する行政サービスとして、①住民
票・印鑑証明などの発行（料金）、②市営温泉・プール・野球場・市庁舎に併設されているホール・会議室の
利用（料金）、③粗大ごみの処理（費用）その他を想定している。 
今ひとつ敷衍したいのは、「地域通貨はそれ自体が通貨であり、通貨機能の喪失という事態は許されない」
ということである。この点について、UEM は「入会金と賛助金を準備資産として発行される上に、商店街
クーポン券を経由した円兌換と上野原市が授受するサービスへの支払いによってその価値が担保される」の
で、北海道栗山町をはじめとするボランティアベースの地域通貨が内包している通貨機能の喪失というリス
クがなく、その仕組みのゆえに持続性を持つことである。したがって、UEM は地域通貨本来の機能、すな
わち、「法定通貨（円）下で形成されているビジネスライクな人間関係（人々のネットワーク）では掬いきれ
ない『小さな善意』を支えとした少子化・高齢化・活性化のエネルギーを生み出すことが期待できるのであ
る。地域通貨が北海道栗山町で実施された当初、ある老婆の「地域通貨は今に始まったことではない。（顔見
知りの間で）昔から行われている『手間貸し』（サービスの授受）そのものだ」という発言がNHK テレビで
伝えられた。この発言を借りると「UEM は未だ面識のない上野原市民の間の『手間貸し＝サービスの授受』
を上野原市という地域で、合理的・効率的かつ持続可能な形で行う」現代の新しい社会基盤である。       
以上 
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添付資料－２ 
          上野原市における大学と地域の共同による 
地域活性化のための ＪＲ上野原駅南口 区画整理共同施行組合事業に関する 
構造改革特区申請 補足説明 資料 
山梨産業情報交流ネットワーク 構造改革特区・地域再生研究会 
帝京科学大学教授 谷口 文朗 
１．問題意識と課題 
帝京科学大学は、1990 年 4 月に、道が狭く、坂が多く、平坦地が僅少という河岸段丘特有の生活に不便
な地勢の上野原町（現上野原市・市役所所在地は国土地理院 2 万 5000 分の 1 によると標高 260 メートル）
に創設された。 
創設以来 16 年、大学は地域との交流を重ね、 
① 2000 年 9 月には街の目抜き通り商店街（標高 255～264 メートル）を貫通する国道 20 号線を四六時
中往来するトラック・ダンプカー・タンクローリーなど通行車輌の交通実態調査を、 
② 2003 年 9 月にはＪＲ上野原駅（線路の標高 185 メートル）の乗降客利用実態調査を行い、 
調査の結果とそれに基づく総合交通体系構想を地域活性化策として上野原町役場に提供した。 
この総合交通体系の構想は、 
① 大月から上野原に入る国道 20 号を桂川沿いに誘導し、川沿いにトンネルを掘って藤野に繋げる、 
② JR 上野原駅南口を東京駅南口に見立てて、（諏訪地区と新田地区を結ぶ）約 250 メートルの未拡幅の
市道の拡幅後に完成する環状バス道路を JR 山手線に、周辺から上野原中心市街に入ってくる 6 本の
放射状バス道路を JR 東海道線・中央線などに見立てて、上野原地域の交通を総合的かつ抜本的に改
善させる 
ものである。①が実行されると大月方面からの車輌が排気ガスを噴出して国道 20 号の標高差 80 メートル近
いの坂（市役所所在地の勾配 6％）を上り、街の中心を通り抜けて藤野に向かって国道 20 号の坂を下るとい
う排気ガス汚染が解消し、生活環境が改善する（逆方向についても同じである）。②によって交通事情が抜本
的に改善され、地域が活性化する。 
大学創設以来今日までの 16 年間、街の交通の流れは小動脈レベルでは着実に改善しているが街全体を対
象とした動脈レベルの交通の流れは改善の兆しを見せていない。その根本的な原因は、1971 年に着手された
ＪＲ上野原駅南口の土地 12817 坪を対象とした土地改良事業が事業参加者全員の賛成が得られずに頓挫し、
事態解決の目途が立っていないことにある。 
 
２．JR 上野原駅を巡る交通の現状 
上野原市に居住し、あるいは上野原市に勤務先を持つ人々の JR 上野原駅の利用者数は山梨県で甲府に次
いで多く、2003 年 9 月の実態調査によると週日に北口を 6268 名、南口を 1932 名が利用し、週末に北口を
3319 名、南口を 1131 名が利用している。人々が JR 上野原駅北口を利用する場合は、幅約 12 メートル、
奥行き約 30 メートルの信じられないような広さのバスターミナルに到着する路線バスを利用できるものの
バスの本数は限られている。このバスターミナルには客待ちのタクシーが数台駐車するため、路線バス 3 台
が入ると自家用車の送迎はほとんど出来ない。 
一方 JR 上野原駅南口の道路は軽自動車がかろうじて離合できる狭い道路で、土地改良事業の対象となっ
ている 12817 坪の広々とした駐車場に車を止めて、跨線橋を通ってＪＲ上野原駅のプラットフォームに辿り
着くには、一旦 86 段の階段を上り、さらに 31 段を下り、合計 117 段、その高低差 29 メートル、ビル換算
6～7 階分の階段を上下しなければならない。南口からＪＲ上野原駅を利用する高齢者は階段の途中で一度な
らず立ち止って一休みしているのが実情である（JR 上野原駅の線路は、その昔、機関車の煤煙が蚕の餌と
なる桑の葉に付着しはならないという理由で、中心街のある高台からは 80 メートル低く、川沿いの道路か
らは 15 メートル高い標高 185 メートルの位置に設けられた）。 
ＪＲ上野原駅南口を整備し、①バスターミナル、②公営駐車場、③エスカレーター・エレベーターを設置
することは人々の生活の便利性の向上と地域活性化のための喫緊の課題である。 
谷口 文朗 
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３．JR 上野原駅南口開発の経緯 
ＪＲ上野原駅南口の土地改良事業は、1971 年に土地改良法第 95 条第 3 項の認可を得て開始された。事業
の対象となった区域は、富士五湖(忍野)を水源とする桂川（一級河川）の洪水対策が必要とされ、組合は桂
川の下流の神奈川県が管理する相模湖の満水時水位である標高172メートルに満たない土地を対象に最大で
3.7 メートルの盛土を行い、1979 年に完成させた。盛土完成に当たり、組合は 34 名の地権者で構成される
当初対象面積 35189 平方メートル＝10663 坪に建物が存在していたため、その建物補償用地として神奈川県
に 7107 平方メートル＝2153 坪の埋立てを求め、34 名の他に 12 名に提供した。この結果土地改良事業の対
象面積が合計 42296 平方メートル＝12817 坪に増加したために認可変更が必要になったが、全員の同意が得
られずに事態が膠着した。本件は事業開始以来 35 年が経過しているが、この間に相続等が発生し、2006 年
現在の地権者は 70 名に増加、うち 3 名の同意が得られていないというのが現状である。 
 
４．現状打開の方策と特区の必要性 
地権者 70 名の全員一致が得られない原因とその内容について本件提案者は詳細を知る立場にないが、次
の手順を踏んで現状を打開していくことが可能であると考える。 
現状を打開する基本策は、「市が公共目的を理由に都市計画を決定し、2006 年現在の 70 名の地権者の土
地に適正な補償措置を講じて土地を収用すること」である。しかし、この考え方は 
① 先祖伝来の土地を手放すことに対する反対、 
② 補償内容に対する個々の利害関係の調整の困難、 
③ 盛土後の土地の権利関係が確定しない状況下で月極めの貸駐車場などに広く利用されるなど権利
関係の複雑化と既成事実化の進行 
などの要因を考慮すると意思決定に必要な全員一致が得られないままこれまでと同様の膠着状態が続く可能
性が大きく、特区を前提とした新たな枠組みの下での対応が必要とされる。 
 
５．特区の申請 
「個々の地権者の事業開始前の地籍に応じて割り当てられるJR上野原駅南口駅前駐車区画を区分所有さ
れるマンションの個々の居室と見なして、土地の区分所有を特区として認定し、権利関係を合理化し、事業
の進捗をはかる。 
 
６．特区を活用した地域活性化のシナリオ 
具体的手順として、当該土地改良事業着手以前の地権者の地積を盛土後の駐車場区画の数で表示し、土地
の資産価値を駐車場からの現金収入の形で年金化することによって、 地権者に①先祖伝来の土地が収用され
ることがない、②継続的現金収入が得られるというメリットを与え、これによって区画整理事業への賛同を
取り付ける。これを受けて行政が①既成事実化の進行の中で複雑化した利害関係を調整し、②土地買収に要
する時間と費用を抜本的に節減して、膠着状態にあるＪＲ上野原駅南口の整備を進め、市民生活の便利性の
向上と地域活性化の突破口を開く。 
特区よって認定される区分所有者の土地の地表を区分所有者が自ら貸し駐車場として経営する場合、区分
所有者は空中の利用権を上野原市に賃貸して公共バスターミナルと公営時間貸し駐車場の利用に供する。 
この考え方は区分所有者の新たな資金負担が少ないだけでなく 
① 先祖伝来の土地を手放すことがない、 
② 区分所有により所有権が分数化されるため、子々孫々に合理的に分割・継承される 
③ 分数化された所有権はマンションと同様売買可能である 
④ 貸駐車場あるいは時間貸し駐車場として利用する場合に空中利用権の市への賃貸と合わせた現
金収入の確保が可能である 
⑤ この現金収入を担保に借入を行い、新たに土地を購入できる 
などのメリットが認められるため、区分所有者にとって受け入れ易いと考えられる。とくに「地権者に雑草
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１本抜く手間もなしで駐車区画の単価に応じて所定の金額を毎月得られる無人化された時間貸し駐車場」の
もたらす簡便性は区分所有者から十分評価されると考えられる。 
本件の持つ公共性、すなわち、①街の交通事情の抜本的改善、②高齢者に優しい街づくり、③鉄道の利用
促進を通した地球温暖化防止への貢献、④土地の収用を必要としないことから生じる費用と時間の節約（市
は合併特例債 75 億円のうち 28 億円を土地の買収に充当すると伝えられている）などもこの考え方を支援す
る要因と評価できる。 
 
７．補足説明と想定される課題. 
１）コンセプト 
申請者は日ごろから「石油・石炭・天然ガスは過去の太陽エネルギーを蓄積したものであるが故に『有限』
であり、有限であるが故にその利用にあたって紛争を避けることが出来ない。これに対して未来の太陽エネ
ルギーは核融合反応から生まれるが故に『無限』であり、無限であるが故に利用に当たり紛争は起こらない」
と考えている。JR 上野原駅「南口の駐車場としての需要は予測可能な将来において無限」である。この「駐
車場からの現金収入の無限性のメリットを過去志向の争いの姿勢ではなく未来志向の相互理解と『三方一両
損』の分かち合いの姿勢で、市民生活の安心・安全・繁栄を政策目的とする行政と資産の有効利用を目的と
する地権者とが互いに協力して地域活性化に取り組むこと」が本件提案のキーコンセプトである。 
 
２）環境にやさしい JR 利用の促進 
上野原市に居住し、あるいは上野原市に勤務先を持つ人々にとって自家用車を「時間貸の公営駐車場」に
駐車させ JR を利用することによって、経費と時間と体力を節減できることは歓迎されることである。これ
によって COXと NOXを減少させることは環境条例を制定した上野原市民の時代に相応しいライフスタイル
である。 
 
３）この考え方は地権者の商業設備・マンション等の経営の道を閉ざすものではない。駐車場としての土地
の活用を希望するグループと商業設備・マンション等の経営を希望するグループに分けて、それぞれの区分
所有部分を集約することによって対応することが可能だからである。                         
以上 
